
1 物価高騰対応重点支援事業として、住民税均等割のみ課税の世帯へ10万円、住民税非課税

世帯及び均等割のみ課税世帯に属する18歳未満のこども1人当たり5万円の給付に要する

経費について補正予算しました。

2 物価高騰対応重点支援事業として、町内全世帯へ一律1万円の商品券の配布に要する経費

について補正予算しました。

1 物価高騰対策

（１）健康・福祉 合計 18,210 千円

物価高騰対応重点支援（住民税均等割・こども加算）給付金事業 18,210 千円

（２）社会基盤・環境保全・地域安全 合計 25,720 千円

勝浦町世帯応援商品券配布事業 25,720 千円

注：◎は新規事業

一般会計補正予算額 （補正第９号） 43,930 千円

累計【 4,266,594 千円 】
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